
令和６年第３回定例会議案一覧
市長提出議案
（令和６年８月２６日提出 １６件）

議
案
番
号

件 名 提案理由・要旨

議

決

月

日

議

決

番

号

議

決

結

果

第

53

号

議

案

本庄市国民健康保険条例の一部を

改正する条例

国民健康保険法の一部改正に伴い、所要の改正をした

いので、この案を提出するものである。

9

月

20

日

第

67

号

原

案

可

決

第

54

号

議

案

本庄市廃棄物の減量及び処理に関

する条例の一部を改正する条例

市が行う家庭系廃棄物の戸別収集において、特定家庭

用機器再商品化法施行令の一部改正に伴い、新たに特

定家庭用機器に分類された品目について収集を行い

たいので、この案を提出するものである。

9

月

20

日

第

62

号

原

案

可

決

第

55

号

議

案

本庄市水道事業給水条例の一部を

改正する条例

持続可能な水道事業の経営に向けて、水道料金の額を

改定する等したいので、この案を提出するものであ

る。

9

月

20

日

第

63

号

原

案

可

決

第

56

号

議

案

本庄市水道事業の布設工事監督者

及び水道技術管理者に関する条例

の一部を改正する条例

水道法施行令及び水道法施行規則の一部改正を踏まえ、

布設工事監督者及び水道技術管理者の資格要件を改

正したいので、この案を提出するものである。

9

月

20

日

第

64

号

原

案

可

決

第

57

号

議

案

工事請負契約の変更契約の締結に

ついて

令和５年６月２２日に議決された本庄市立本庄西中

学校大規模改修工事請負契約について、本庄市建設工

事請負契約約款第２６条第６項の適用等による請負

代金額の変更に伴い、変更契約を締結したいので、本

庄市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は

処分に関する条例第２条の規定により、この案を提出

するものである。

9

月

20

日

第

58

号

原

案

可

決

第

58

号

議

案

本庄地域定住自立圏の形成に関す

る協定の変更について

本庄市及び美里町の間において締結している本庄地

域定住自立圏の形成に関する協定の一部を変更した

いので、この案を提出するものである。

9

月

20

日

第

59

号

原

案

可

決

第

59

号

議

案

本庄地域定住自立圏の形成に関す

る協定の変更について

本庄市及び神川町の間において締結している本庄地

域定住自立圏の形成に関する協定の一部を変更した

いので、この案を提出するものである。

9

月

20

日

第

60

号

原

案

可

決

第

60

号

議

案

本庄地域定住自立圏の形成に関す

る協定の変更について

本庄市及び上里町の間において締結している本庄地

域定住自立圏の形成に関する協定の一部を変更した

いので、この案を提出するものである。

9

月

20

日

第

61

号

原

案

可

決



第

61

号

議

案

人権擁護委員候補者の推薦につき

意見を求めることについて

人権擁護委員 深澤 茂実 氏が令和６年１２月３１日

をもって任期満了となるため、人権擁護委員法第６条

第３項の規定により人権擁護委員の候補者を推薦し

たいので、この案を提出するものである。

8

月

28

日

第

55

号

原

案

同

意

第

62

号

議

案

人権擁護委員候補者の推薦につき

意見を求めることについて

人権擁護委員 富丘 富士子 氏が令和６年１２月３１

日をもって任期満了となるため、人権擁護委員法第６

条第３項の規定により人権擁護委員の候補者を推薦

したいので、この案を提出するものである。

8

月

28

日

第

56

号

原

案

同

意

第

63

号

議

案

埼玉県後期高齢者医療広域連合規

約の変更について

行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律等の一部を改正する法律によ

る高齢者の医療の確保に関する法律の一部改正に伴

い、埼玉県後期高齢者医療広域連合規約を変更するこ

とについて協議するため、地方自治法第２９１条の

１１の規定により、この案を提出するものである。

8

月

28

日

第

57

号

原

案

可

決

第

64

号

議

案

令和６年度本庄市一般会計補正予

算（第３号）

補正予算額 ２８３，４９６，０００円

総額 ３３，０４５，３４２，０００円

繰越明許費

債務負担行為の補正

地方債の補正

9

月

20

日

第

70

号

原

案

可

決

第

65

号

議

案

令和６年度本庄市国民健康保険特

別会計補正予算（第１号）

補正予算額 △７，３３３，０００円

総額 ８，０９５，７１３，０００円

債務負担行為

9

月

20

日

第

68

号

原

案

可

決

第

66

号

議

案

令和６年度本庄市介護保険特別会

計補正予算（第１号）

補正予算額 １６５，３６１，０００円

総額 ６，７３２，０４３，０００円

9

月

20

日

第

69

号

原

案

可

決

第

67

号

議

案

令和６年度本庄市水道事業会計補

正予算（第１号）

業務の予定量

収益的支出補正予定額 ２７，１１８，０００円

総額 １，７２１，９５５，０００円

資本的支出補正予定額 △１２，２７６，０００円

総額 １，２４４，５８９，０００円

議会の議決を経なければ流用することのできない経費

債務負担行為

9

月

20

日

第

65

号

原

案

可

決

第

68

号

議

案

令和６年度本庄市下水道事業会計

補正予算（第２号）

収益的収入補正予定額 １，８０９，０００円

総額 ２，２２２，６２１，０００円

収益的支出補正予定額 ４，２８４，０００円

総額 ２，１６８，２９８，０００円

資本的支出補正予定額 ８，０９９，０００円

総額 ２，７３４，０８６，０００円

議会の議決を経なければ流用することのできない経費

他会計からの補助金

9

月

20

日

第

66

号

原

案

可

決



市長提出追加議案
（令和６年９月２０日提出 ６件）

議
案
番
号

件 名 提案理由・要旨

議

決

月

日

議

決

番

号

議

決

結

果

第

69

号

追

加

議

案

令和５年度本庄市一般会計歳入歳

出決算認定について

歳入決算額 ３４，７４９，２３９，３６７

円

歳出決算額 ３２，２７６，５７６，６９１

円

9

月

20

日

第

71

号

継

続

審

査

第

70

号

追

加

議

案

令和５年度本庄市国民健康保険特

別会計歳入歳出決算認定について

歳入決算額 ８，１５３，４５６，１１２

円

歳出決算額 ７，９３５，３９３，３６０

円

9

月

20

日

第

72

号

継

続

審

査

第

71

号

追

加

議

案

令和５年度本庄市介護保険特別会

計歳入歳出決算認定について

歳入決算額 ６，５１７，５６８，６２８

円

歳出決算額 ６，５１４，１９６，１５４

円

9

月

20

日

第

73

号

継

続

審

査

第

72

号

追

加

議

案

令和５年度本庄市後期高齢者医療

特別会計歳入歳出決算認定につい

て

歳入決算額 ９９７，５３５，６３１

円

歳出決算額 ９９７，３０３，３８２

円

9

月

20

日

第

74

号

継

続

審

査

第

73

号

追

加

議

案

令和５年度本庄市水道事業会計の

利益の処分及び決算認定について

収益的収入決算額 １，６０２，２８５，１６８

円

収益的支出決算額 １，５１９，６２２，５１７

円

資本的収入決算額 １２９，７５１，９５０

円

資本的支出決算額 ８０２，０３４，１８５

円

9

月

20

日

第

75

号

継

続

審

査

第

74

号

追

加

議

案

令和５年度本庄市下水道事業会計

の利益の処分及び決算認定につい

て

収益的収入決算額 ２，０４９，０４０，０６６

円

収益的支出決算額 １，８５４，６２５，４０５

円

資本的収入決算額 １，３７６，８８８，３１６

円

資本的支出決算額 １，６７５，２７２，７９８

円

9

月

20

日

第

76

号

継

続

審

査



議員提出議案
（令和６年９月２０日提出 １件）

議
案
番
号

件 名 提案理由・要旨

議

決

月

日

議

決

番

号

議

決

結

果

議

第

3

号

議

案

「福祉医療機構が行う、社会福祉施

設職員等の退職手当共済に掛かる

公費助成の継続」を求める意見書

保育所・認定こども園に従事する職員の退職手当共済

制度（「社会福祉施設職員等退職手当共済法」に基づ

き実施）は、社会福祉事業に従事する人材を確保し、

福祉サービスの安定的な供給と質の向上を図ること

により、社会福祉事業の振興に寄与することを目的と

しています。

令和２年度の社会保障審議会福祉部会において、（独）

福祉医療機構が行う社会福祉施設職員等の退職手当

共済制度における保育所等に対する公費助成の在り

方について、令和６年度までに改めて結論を得ること

とするとされています。

保育所・幼保連携型認定こども園に係る退職手当共済

掛金については、現状、２／３の公費助成と１／３の

事業主負担で賄われていますが、公費助成をなくす

ことは、これまで進められてきた職員に対する処遇改

善の減退に繋がり、保育人材の確保を現状よりもさら

に困難とし、子ども政策の推進に大きな支障をもたら

す恐れがあります。少子化対策が待ったなしとされる

社会において、保育所・認定こども園に従事する職員

の継続された身分の安定と、少子化・子育て政策の推

進のためにも、福祉施設職員等の退職手当共済制度へ

の公費助成の維持継続を強く要望致します。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出

します。

9

月

20

日

第

77

号

原

案

可

決


